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金融経済教育推進機構（以後「機構」）による金融教育のアウトカムの測定及び証拠に基づ

く政策立案について、何点かコメントいたします。 

1. これまで金融広報中央委員会が実施してきた「金融リテラシー調査」及び「家計の金融

行動に関する世論調査」を継続的に実施することについては、全国レベルでどのような

変化が起きているかを知り、国際比較等を行う上でも重要だと考えます。 

2. 一方、機構の金融教育事業の効果測定及び効果測定に基づく政策立案・改善を考えるに

あたり、これらの調査を直接的に活用することは適切ではないため、参考程度にとどめ

ておくことが望ましいと思います。 

a. 機構の金融教育事業の対象となる人数はあくまで限定的であり、機構の事業の結

果がこれらの調査の結果として計測できる可能性は高くないと考えます。 

3. 機構の金融教育事業の効果測定及び効果測定に基づく政策立案・改善を考えるにあたっ

ては、むしろ直接的に機構の事業対象となった個人等を対象としたサーベイを行うこと

が適切だと考えます。 

a. サーベイのタイミングについては、教育の効果を測定するため、受講前と受講後

の双方のタイミングで同内容の質問からなる質問票への回答を得る必要がありま

す。 

i. 受講後については受講直後に加えて受講１年後、２年後、５年後等につ

いても計測することで長期的な効果を計測できるとよりよいと思います。 

ii. Fernandes et al.(2014)では金融教育の効果は時間とともに大幅に低下す

るとされており、長期的に効果のあるプログラムを探索するために、長

期的な効果が計測できるとより望ましいです。 

b. サーベイの質問内容についてはロジックモデルでアウトカムとされている「金融

リテラシ―の向上」「個人の金融意識変容」「個人の金融行動変容」を計測できる

設問を設定すると良いと考えます。 

i. また、設問の一部は「金融リテラシー調査」及び「家計の金融行動に関

する世論調査」と同じ設問とし、これらの調査結果との比較が可能なも

のとすることで、より幅広い示唆が得られる可能性があります。 

c. サーベイの対象者については必ずしもすべての受講者とする必要はなく、各教育
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プログラムに関してその効果を検証するのに必要と思われるサンプルサイズを確

保できれば十分だと考えます。 

i. 教育プログラムの効果測定の理想的な測定方法は、事業対象となった個

人等について、そのうちの一定数（例えば 50％）をランダムに選んで①

教育プログラムを受講する人（処置群）と➁受講しない人（対照群）に

割付け、①と➁の間のアウトカムの差を計測する「ランダム化比較対象

実験（RCT）」と呼ばれる方法です（添付資料をご参考）。 

ii. 上記の方法については、受講しない人をランダムに選ぶ必要があること

から、そのような対応が、公的性格を有する機構としては政策論的に実

施困難な可能性がある。実施困難であるようであれば RCT ではない計測

方法を取らざるを得ないと考えます。 

iii. RCT ではない計測方法をとった場合にどのような対照群を設定するかに

ついては、実施可能性を考慮しながらいくつかのデザインを検討する必

要があると思います。 

d. RCT で各プログラムの効果測定を行うだけでなく（または、RCT による効果測

定が不可能な場合であっても）、ある教育プログラムに関して異なる形式（オン

ライン、対面講義、グループワーク、ゲーム等々）や時間・頻度（3 時間を 1 回

か 1 時間を 3 回か等、どの間隔や頻度で行うか）や教材を用いることとし、これ

らを RCT によりランダムに割り付けて相対的な効果の差を計測することで、各

教育プログラムの内容を継続的に改善する仕組みをとりいれることが重要だと考

えます。 

i. 単一の形式・時間・頻度とした場合、政策評価の際の無謬性への圧力を

考慮すると、「効果があった」ことを示すために計測・分析を行うという

こととなり、プログラムの改善に分析結果を生かすことが難しくなると

考えます。 

e. 機構が金融教育事業を進める中で、こうしたサーベイを実施する場合、一定の回

答数を確保することが実務的には困難を伴うと思いますが、この場合は、まず職

域での教育活動において、企業の人事・福利厚生部署に協力してもらうことを追

求することが考えられるのではないでしょうか。 

i. 企業の担当者としても、自社の従業員の変化を把握することは、企業と

してのファイナンシャル・ウェルネスの取組みを効果的に進めるうえで

有用であるだけでなく、他社・業態内における自社の取組状況の立ち位

置を把握するニーズもあると考えられることから、調査に協力を得られ

る可能性が高いのではないかと思います。 
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